
–  47  –

厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と改善

 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 研究協力者　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部 社会医学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院 臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学

研究要旨
　本研究グループの目的は感染症発生動向調査を疫学的・統計学的な面から評価し、有効利用につ
いての改善を考え、必要な提言を行うことである。本年の検討の結果、1） 昨年度の水痘の警報基
準値の変更について本年データにより問題のないことを確認した、2） 補助変量を用いた罹患数推
計を実施した、3） 病原体情報を用いたインフルエンザ型別罹患数推計を実施し、型別分布の推定
法の提案をおこなった。

A . 研究目的
　疫学的・統計学的な視点から、感染症サーベイ
ランスを評価し、必要な改善点・方法を検討・提
案することを目的とし、グループ研究を実施した。
具体的な課題は昨年に引き続き、以下の 7 つであ
る。

1 .  警報・注意報の発生状況に関する検討
2 .  定点把握対象疾患の罹患数の推計
3 .  インフルエンザの型別罹患数の推計
4 .  性感染症の罹患数推計
5 .  補助変量を用いた罹患数推計
6 .  基幹定点対象疾患の検討
7 .  全数把握対象疾患の検討

 B . 研究方法
　感染症発生動向調査で収集されているデータを
使用した。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな

い。「疫学研究に関する倫理指針」 の適用範囲で
はないが、資料の利用や管理など、その倫理指針
の原則を遵守した。

  C  .  研究結果
　個々の課題の詳細については、別途報告する。
主な結果は以下のとおりである。
 1  .  警報・注意報に関する検討
　2016 年データを加えて警報・注意報の発生状況
の把握および基準値の確認を行った。その結果、
1999-2015 年と比較すると、インフルエンザ、感
染性胃腸炎、A 群溶血性レンサ球菌咽頭炎で警報
発生割合が高く、百日咳で低かった。昨年度警報
基準値を変更した水痘 （警報開始、警報終息、注
意報の基準値を （2,1,1） と変更） について 2016 年
データで検討したところ、警報発生割合は 3.0％
であり、適切であることが確認された。
 2  .  定点把握対象疾患の罹患数の推計
　インフルエンザ、小児科定点および眼科定点対
象疾患の推計を本年度も引き続き検討した。2016

年の罹患数推計値の傾向として、水痘は半減後に
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一定、手足口病と伝染性紅斑が 2015 年の流行後
に低下、流行性耳下腺炎は 2016 年に流行傾向で
あった。
 3  .  インフルエンザの型別罹患数の推計
　2016-2017 年シーズンの型別罹患数推計を追加
した 7 カ年の結果を示した。2016-2017 年シーズ
ンでは A（H1）pdm 非流行期のシーズンと同様の
推移が観察された。インフルエンザの型別推計に
必要な病原体情報を用いた型別割合の推計につい
て数種の手法を試した結果、当該週の 2 週前、1

週前の情報を利用した加重平均が適していると考
えられた。
 4  .  性感染症の罹患数推計
　性感染症の 2015 年の罹患数推計について補助
変量を用い実施した。その結果、補助変量を用い
ない方法に比べ、その値の比は 0.91-0.95となっ
た。
 5  .  補助変量を用いた罹患数推計
　補助変量を用いた罹患数推計について昨年度に
引き続き検討を行い、補助変量に各施設の外来患
者延べ数を用い罹患数を推計した。その 2015 年
の結果について現行法 （補助変量なし） と補助変
量による推計結果を比較すると、インフルエンザ
で 0.66、その他疾患で 0.8 倍程度であった。補助
変量を用いた都道府県別の罹患数推計では、イン
フルエンザでは標準誤差率が 10-20％、大きいと
ころでも33％であるのに対し、小児科定点対象疾
患では100％を大きく超えるものもあった。
 6  .  基幹定点対象疾患の検討
　基幹定点対象疾患の推移を更新した。
 7  .  全数把握対象疾患の検討
　 4 類感染症、5 類感染症の全数把握対象疾患の
データを整理し、日本紅斑熱について都道府県と

診断週と発生頻度を図示した。

 D . 考察
　2016 年の感染症発生動向調査データを入手し、
現存データに追加することで、前述した各テーマ
について検討を加えた。これまでと同様、本グルー
プの研究でえられた知見・提言をもとに国の感染
症発生動向調査システム （NESID） の仕様が変
更・改善された。

 E . 結論
　本年度の検討の結果、水痘基準値の更なる変更
の必要はないこと、補助変量による罹患数推計に
より罹患数の過大評価が改善されること、などが
示された。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
大庭真梨, 村上義孝, 橋本修二, 川戸美由紀, 

谷口清州, 太田晶子, 砂川富正, 永井正規. 感
染症発生動向調査を用いたインフルエンザの
週別型別分布の推定方法の検討. 第76回日本
公衆衛生学会総会. 鹿児島. 2017/11/1

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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警報・注意報の検討
－2016年の警報・注意報の発生と都道府県警報の発生について－

 研究協力者　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部社会医学
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研究要旨
　疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と改善グループ研究の課題の 1 つとして、感染症発生
動向調査システムにおける警報・注意報の発生についての検討を継続した。2016 年のデータを加え
て警報・注意報の発生状況を観察・検討するとともに、同システムの警報・注意報の基準値変更の
必要性について検討した。2016 年の保健所管轄地域の警報発生割合は、1999～2015 年のそれと比較
すると、インフルエンザが 13.3％、感染性胃腸炎 6.0％、A 群溶血性レンサ球菌咽頭炎 5.6％と高く、
百日咳が低かった。この発生状況は流行状況を反映したものとみなされた。
　水痘については、2015 年度に実施した 2014 年データの検討で、水痘の警報発生割合が近年 1 ％以
下と極めて低く、基準値の変更が必要であると判断し、警報の開始、終息基準値を従来の 「7、4」
から 「3 、1」 に変更することを提案し、さらに 2016 年度研究で 2015 年データを用いて基準値を継続
検討した結果、開始、終息基準値を 「2、1」 に変更することを提案した。本年度  2016 年データを追
加し、水痘の警報開始、終息基準値 「2、1」 で警報レベルの頻度を観察した結果、2016 年警報発生
割合は 3.0％であり、昨年度提案した水痘の警報開始、終息基準値 「2、1」 は適切であると判断した。
　よって、各対象疾患について警報・注意報の基準値の変更は必要ないと判断された。

A . 研究目的
　感染症発生動向調査システムにおいて、5 類感
染症の一部、インフルエンザ、小児科定点対象疾
患と眼科定点対象疾患について、保健所管轄地域
を対象とする警報・注意報発生システムが実施さ
れている。警報・注意報の目的は、都道府県衛生
主幹部局や保健所などの第一線の衛生行政機関の
専門家に向けて、各保健所の感染症の報告数に流
行現象が疑われることを迅速に注意喚起すること
にある。保健所管轄地域の 1 週間の定点当たり報
告数が基準値を超えた場合、警報レベルあるいは

注意報レベルとしている。警報レベルは大きな流
行が発生または継続しつつあると疑われることを
指す。注意報レベルは流行の発生前であれば今後
4 週間以内に大きな流行が発生する可能性が高い
こと、流行の発生後であれば流行が継続している
と疑われることを指す。
　これまで、警報・注意報の発生状況について、
継続的に観察評価が行われ、必要に応じて警報・
注意報レベルを規定する基準値の見直しを行って
いる。2007 年には、咽頭結膜熱と A 群溶血性レ
ンサ球菌咽頭炎の警報について基準値の変更を
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行った1）。
　水痘については、2015 年度に実施した  2014 年
データの検討で、水痘の警報発生割合が近年 1 ％
以下と極めて低く、基準値の変更が必要であると
判断し、警報の開始、終息基準値を従来の 「7、4」 
から 「3、1」 に変更することを提案し2）、さら
に 2016 年度研究で 2015 年データを用いて基準値
を継続検討した結果、開始、終息基準値を 「2、1」 
に変更することを提案した3）。このような状況を
踏まえて、本年度 2016 年データを追加し、水痘
の警報基準値について検討を継続する必要があ
る。
　保健所管轄地域を対象とする警報とは別に、広
域的な流行把握のため都道府県を対象とする警報
を規定し、その発生状況の検討を行っている。
　本研究では、2016 年のデータを加えて、警報・
注意報の発生状況を確認するとともに、感染症発
生動向調査システムにおける警報・注意報の基準
値変更の必要性について検討した。水痘について
は、2015 年度、2016 年度の基準値変更の提案を踏
まえ、2016年データを用いて、変更した基準値 「 2 、
1 」 が適切であるか検討した。
　都道府県警報についてもその発生状況を評価し
た。

 B . 研究方法
　資料として、2016 年の感染症発生動向調査によ
る、インフルエンザ、小児科定点対象疾患と眼科
定点対象疾患の週別定点別報告数から週別保健所
別報告数を算出し、1999 年度以来の解析用データ
ベースに追加した。
　警報・注意報の発生方法は、2000 （平成 12） 年
度の 「定点サーベイランスの評価に関するグルー
プ」 研究報告書4）に詳しく示したとおりである。
警報・注意報は、保健所管轄地域の 1 週間の定点
当たり患者報告数に基づき、保健所管轄地域ごと
に発生する。警報レベルは 1 週間の定点当たり報
告数が開始基準値以上で開始し、別の終息基準値
未満で終息する。注意報レベルは 1 週間の定点あ
たり報告数がある基準値以上の場合である。表 1

に、警報・注意報の基準値を示す。警報の対象疾
患は、インフルエンザ、小児科定点対象11 疾患 （突
発性発疹を除く） と眼科定点対象 2 疾患であり、

注意報の対象疾患は、インフルエンザ、水痘、麻
疹と流行性耳下腺炎の 4 疾患である。なお、2008

年以降、麻疹と風疹は定点把握から全数把握対象
疾患に変更されたことに伴い、警報・注意報の対
象ではない。
　都道府県の警報レベルは、保健所管轄地域の警
報レベルにあるすべての保健所の管内人口の合計
が都道府県人口全体の 30％を超えた場合と規定
している5）。

 （倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。

  C  .  研究結果
（1） 2016 （平成 28） 年の保健所管轄地域の警報・
注意報発生状況
　観察期間は 2016 年第 1 週～第 52 週、観察保健
所単位は 552 であった。
　表 2 に各対象疾患の保健所管轄地域の警報・注
意報発生状況 （1999～2016 年） を示した。図 1 に、
対象疾患の定点あたり報告数 （1999～2016 年）、図
2 に対象疾患の警報の発生割合 （1999～2016 年） 
を示した。2016 年の警報発生割合は、1999～2015

年のそれと比較すると、インフルエンザが 13.3％、
感染性胃腸炎 6.0％、A 群溶血性レンサ球菌咽頭
炎 5.6％と高く、百日咳が低かった （表 2 ）。
　水痘は、昨年度の基準値変更の提案に基づき、
警報の開始、終息基準値、注意報基準値を 「2、1、
1」 に変更して検討した。水痘の警報発生割合
は 3.0％、注意報発生割合は 8.2％であった （表
2 ）。
　水痘の週別警報発生割合の推移を、図 3 - 1 、
表 3 - 1 に示した。表 3 - 1 は、年次ごとに、警報
あり保健所数の割合、警報あり保健所割合の最大
値とその週、警報あり保健所数が保健所全体の
5 ％以上に該当する最初の週と最後の週、および、
該当する週の数を算定した結果を示している。基
準値変更前の2014 年以前の水痘は、2012～2014 年
の警報発生割合が継続して 1 ％以下で、かつ低下
傾向を示した。警報発生割合のピークの高さも継
続して低下していた。2015 年は水痘の警報の開始、
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終息基準値を 「7、4」 から 「3、1」 に変更し、2016

年は 「2、1」 に変更して検討した結果、水痘の警
報発生割合はそれぞれ 2.0％、3.0％であった。
（2） 2016 （平成28） 年の都道府県警報の発生状況
　各対象疾患の都道府県警報の発生状況につい
て、表 4 に示した。都道府県警報の発生頻度は保
健所管轄地域の警報発生頻度を反映している。
2016 年の都道府県警報の発生頻度は、インフルエ
ンザ、感染性胃腸炎、ヘルパンギーナで高い。都
道府県警報の観察週数は 47（県）×52（週）＝2,444

である。インフルエンザの都道府県警報数 （都道
府県警報発生割合：都道府県警報発生数/2,444）
は 421 （17.2％）、感染性胃腸炎 189 （7.7％）、ヘル
パンギーナのそれは 179 （7.3％）であった。
　2016年における 「都道府県警報あり週数/県内
保健所警報あり週数 （県内に保健所警報が 1 つ以
上出ている週数）」 は、インフルエンザ 78.0％と極
めて高く、感染性胃腸炎 33.4％、手足口病 23.0％、
ヘルパンギーナで 40.3％と比較的高かった。この
割合は、広域的に同時期に流行する状況を反映す
ると考えられる。保健所警報が出始めるとすぐに
都道府県警報が出る ; 流行の拡大が早い （流行が
同時期的に広域化しやすい） ことを示している。
1999 年～2016 年の18 年間の観察で、この割合は、
インフルエンザが 65.8％で、流行が同時期的に広
域化しやすい特性が示されている。感染性胃腸炎、
手足口病、ヘルパンギーナのそれは、それぞれ、
29.0％、39.0％、37.5％と比較的高く、これらは、
流行が同時期に広域化しやすい疾患であることを
反映している。
　表 5 にインフルエンザについて、警報あり週数/

県内保健所警報あり週数を都道府県別に示した。
2016 年の県警報発生週数は最小 6 週 （宮城）、最
大 14 週 （新潟） である。2016 年は多くの県内で比
較的広域的に流行したことが示唆される。
　図 4 に 2016 年インフルエンザ都道府県警報と保
健所管轄地域の警報の週別発生状況を示した。保
健所管轄地域の警報発生を反映した形で都道府県
警報が発生していることがわかる。ほぼ全ての県
において県内保健所で同時期的に広域的に警報が
発生していて、これを反映し、47 都道府県全てで
県警報が発生していた。

 D . 考察
2015 年の保健所管轄地域の警報発生割合は、1999

～2015 年のそれと比較すると、インフルエンザが
13.3％、感染性胃腸炎 6.0％、A 群溶血性レンサ
球菌咽頭炎 5.6％と高く、百日咳が低かった。こ
の発生状況は流行状況を反映したものとみなされ
た。
　基準値変更を議論している水痘を除いた各対象
疾患について警報・注意報の基準値変更の必要が
ないと判断された。
　水痘については、2015 年度に実施した 2014 年
データの検討で、水痘の警報発生割合が近年 1 ％
以下と極めて低く、基準値の変更が必要であると
判断し、警報の開始、終息基準値を従来の 「7、4」 
から 「3、1」 に変更することを提案し、さらに
2016 年度研究で 2015 年データを用いて基準値を
継続検討した結果、開始、終息基準値を 「2、1」 
に変更することを提案した。本年度 2016 年データ
を追加し、水痘の警報開始、終息基準値 「2、1」 
で警報レベルの頻度を観察した結果、2016 年警報
発生割合は 3.0％であり、昨年度提案した水痘の
警報開始、終息基準値 「2、1」 は適切であると判
断した。
　参考図の水痘の 2017 年週別定点当たり報告数を
みるとその流行状況は、2016 年と比べて大きな減
少は認められず、やや減少といった程度である。
このような状況を踏まえて今後の水痘患者報告数
に対して、適切な警報基準値を検討することとし、
その検討詳細を本稿の添付資料 （水痘の警報基準
値変更についての検討） に示した。
　添付資料に示した検討において、水痘の警報の
開始、終息基準値を 「3、1」、「2、1」、「1.5、0.5」
で観察した結果、2016 年水痘警報発生割合はそれ
ぞれ、1.2％、3.0％、7.7％であった。今後水痘患
者数の増加の可能性は低く、長期的には患者数が
低下していくことが見込まれること、患者数が低
下することに伴い小流行の早期発見の重要性が高
まることが考えられる。将来的には基準値 「1.5、
0.5」 も視野に入れる必要があるかもしれないが、
現状では、水痘の開始、終息基準値 「2、1」 が適
切であると判断した。
　都道府県警報の発生方法として、都道府県の警
報レベルを保健所管轄地域の警報レベルにあるす
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べての保健所の管内人口の合計が都道府県人口全
体の 30％を超えた場合と規定し、これを提案し5）、
これまで都道府県警報の発生状況を確認してき
た。2016 年の都道府県警報の発生状況に問題は認
められなかった。

 E . 結論
　2016 年の保健所管轄地域の警報発生割合は、
1999～2015 年のそれと比較すると、インフルエン
ザが 13.3％、感染性胃腸炎 6.0％、A 群溶血性レ
ンサ球菌咽頭炎 5.6％と高く、百日咳が低かった。
この発生状況は流行状況を反映したものとみなさ
れた。
　水痘については、2015 年度に実施した 2014 年
データの検討で、水痘の警報発生割合が近年 1 ％
以下と極めて低く、基準値の変更が必要であると
判断し、警報の開始、終息基準値を従来の 「7、4」 
から 「3、1」 に変更することを提案し、さらに
2016 年度研究で 2015 年データを用いて基準値を
継続検討した結果、開始、終息基準値を 「2、1」 
に変更することを提案した。本年度 2016 年データ
を追加し、水痘の警報開始、終息基準値 「2、1」 で
警報レベルの頻度を観察した結果、2016 年警報発
生割合は 3.0％であり、昨年度提案した水痘の警
報開始、終息基準値 「2、1」 は適切であると判断
した。
　よって各対象疾患について警報・注意報の基準
値の変更は必要ないと判断された。
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H. 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
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表 1 .  警報・注意報の基準値 （旧基準値からの変更点の要約）
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表 2 .  保健所管轄地域の警報・注意報発生状況、インフルエンザ・小児科・眼科定点対象疾患、1999～2016年
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表 2 （続き）.  保健所管轄地域の警報・注意報発生状況、インフルエンザ・小児科・眼科定点対象疾患、1999～2016年
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図 1 .  定点あたり報告数、インフルエンザ・小児科・眼科定点対象疾患、1999～2016年

図 2 .  警報の発生割合（％）、インフルエンザ・小児科・眼科定点対象疾患、1999～2016年
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図 3 - 1 .  全国の週別、水痘の警報発生ありの保健所割合：1999～2016年

表 3 - 1 .  警報の発生状況、水痘、1999～2016年

参考図.  水痘、週別定点当たり報告数、2007～2017年＊

＊資料 :https://www0.nih.go.jp/niid/idsc/idwr/IDWR2017/idwr2017-51-52.pdf 
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表 4 .  年度別、都道府県警報の発生週数 （インフルエンザ、小児科定点対象11疾患）、1999～2016年
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図 4 .  インフルエンザの県警報と保健所警報の週別発生状況、 2016年
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

罹患数の推計
－2016年までの推計値の観察－

 研究協力者　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部衛生学
 　　　　　　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部公衆衛生学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学
 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部社会医学講座医療統計学分野

研究要旨
　疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と改善グループでは、課題の一つとして全国年間罹患
数推計に関する検討を行ってきた。感染症発生動向調査に基づくインフルエンザ、小児科定点対象
疾患、眼科定点対象疾患の罹患数の推計値について、2016 年のデータを追加し、年別、週別、およ
び、年齢階級別の週別全国罹患数推計値の推移をまとめた。インフルエンザについては、シーズン
別の推移についても併せて検討した。2016 年の罹患数推計値の傾向としては、多くの疾患でほぼ一
定傾向であったが、水痘が半減後に一定、手足口病と伝染性紅斑が 2015 年の流行後に低下、流行性
耳下腺炎が 2016 年に流行の傾向であった。

A . 研究目的
　感染症発生動向調査の主目的は流行の早期把握
であるが、副次的目的として定点把握対象疾患の
全国罹患数の推計が挙げられる。本研究グループ
では、課題の一つとして全国年間罹患数推計に関
して検討を行ってきた。2006 年 4 月 1 日より利用
開始されたシステムにおいては、本研究グループ
が提案した方法により、インフルエンザ・小児科
定点対象12 疾患 （2008 年より10 疾患に減）・眼科定
点対象 2 疾患について毎週の報告数が得られると
同時に逐次的に全国罹患数推計が行われ、週別・
月別・年別に、性別または年齢階級別の全国罹患
数推計値が計算されている。
　ここでは、感染症発生動向調査システムにおけ
る罹患数推計値について、2016 年の推計値を追加
してまとめを行い、その推移を観察した。

 B . 研究方法
1） 疾患別罹患数推計値
　対象疾患は、インフルエンザ、小児科定点対象
10 疾患 （咽頭結膜熱、A 群溶血性レンサ球菌咽頭
炎、感染性胃腸炎、水痘、手足口病、伝染性紅斑、
突発性発疹、百日咳、ヘルパンギーナ、流行性耳
下腺炎）、眼科定点対象 2 疾患 （急性出血性結膜
炎、流行性角結膜炎） とした。小児科定点対象疾
患であった風疹と麻疹は 2008 年から全数把握対
象疾患に変更されているため、一部を除き対象外
とした。
　資料として、過去に本研究グループが推計を実
施した 2002 年から2005 年の年別の全国罹患数推計
値と、2006 年から2016 年の感染症発生動向調査
システムによる年別の全国罹患数推計値および週
別全国罹患数推計値を利用した。推計値は、総数、
および、男女別・年齢階級別に得た。
　小児科定点対象10 疾患・眼科定点対象 2 疾患の
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全国の罹患数推計値について、2006 年から2016 年
の年別罹患数の推移と、年齢階級別の週別罹患数
の推移を示した。年齢階級は、小児科定点対象疾
患では 0 ～ 4 歳、5 ～ 9 歳、10～14 歳、15 歳以上、
眼科定点対象疾患では、0 ～ 9 歳、10～19 歳、20

～59 歳、60 歳以上とした。
2） インフルエンザの罹患数推計値
　インフルエンザの全国の罹患数推計値について
は、2006 年から2016 年までの年別罹患数と、2006/ 

2007 年から2015/2016 年までのシーズン別の罹患
数の推移を示した。シーズン別の罹患数推計値は
いずれも期間中の週別全国罹患数推計値を合計し
て求めた。各シーズンの期間については、基本的
に第 36 週～翌年第 35 週としたが、新型インフル
エンザのため、2008/2009 年は 2008 年第 36 週～
2009 年第27 週、2009/2010 年は 2009 年第 28 週～
2010 年第 35 週とした。また、2006 年から2016 年
の週別全国罹患数推計値の推移、および、年齢階
級別の週別全国罹患数推計値の推移を示した。年
齢階級は、0 ～ 4 歳、5 ～ 9 歳、10～14 歳、15～
19 歳、20～29 歳、30～39 歳、40～49 歳、50～59 歳、
60～69 歳、70 歳以上とした。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。「疫学研究に関する倫理指針」 の適用範囲で
はないが、資料の利用や管理など、その倫理指針
の原則を遵守した。

  C  .  研究結果

1） 疾患別罹患数推計値
　小児科定点対象10 疾患と眼科定点対象 2 疾患
における2006 年から2016 年の全国罹患数推計値
について、表 1 - 1 ～12 に年別全国罹患数推計値、
図 1 - 1 ～12 に年齢階級別の週別全国罹患数推計
値の推移を示す。
2） インフルエンザの罹患数推計値
　インフルエンザにおける2006 年から2016 年の
全国罹患数推計値について、表 2 - 1 に年別全国
罹患数推計値、表 2 - 2 にシーズン別全国罹患数
推計値、図 2 - 1 に週別全国罹患数推計値、図 2 - 

2 ～ 3 に年齢階級別の週別全国罹患数推計値の推
移を示す。表 2 の各シーズンの期間については、
方法の項に示した通りである。期間中の週別罹患
数推計値の合計により求めたシーズン別の罹患数
推計値は、2006/2007 年が 1,136 万人、2007/2008

年が 684 万人、2008/2009 年が 1,393 万人、2009/2010

年が 2,091 万人、2010/2011 年が 1,388 万人、2011/ 

2012 年が 1,680 万人、2012/2013 年が 1,386 万人、
2013/2014 年が 1,468 万人、2014/2015 年が 1,527 万
人、2015/2016 年が 1,617 万人であった。
3） 罹患数推計値のまとめ
　表 3 に 2002 年～2016 年の罹患数推計値の年次
推移を示す。2002 年～2005 年の推計値は当グルー
プによる推計値、2006 年以降は同じ推計方法によ
り感染症発生動向調査システム上で計算された推
計値である。2009 年のインフルエンザは新型イン
フルエンザを含む。
　2016 年の罹患数推計値はインフルエンザが 1,799

万人、感染性胃腸炎が 708.9 万人、A 群溶血性レ
ンサ球菌咽頭炎が 196.6 万人などであった。2015

年と比較して、インフルエンザ （2015 年が 1,259

万人→2016 年が 1,799 万人）、感染性胃腸炎 （628.3

万人→708.9 万人）、ヘルパンギーナ （49.4 万人
→68.0 万人）、流行性耳下腺炎 （38.5 万人→87.2 万
人） 流行性角結膜炎 （35.4 万人→36.9 万人） が増
加、咽頭結膜熱 （39.1 万人→37.9 万人）、A 群溶血
性レンサ球菌咽頭炎 （213.0 万人→196.6 万人）、水
痘 （39.4万人→37.0万人）、手足口病 （199.3万人→ 

36.1 万人）、突発性発疹 （42.3 万人→39.2 万人）、百
日咳 （1.8 万人→1.5 万人）、急性出血性結膜炎 （0.7

万人→0.5 万人） で減少していた。傾向としては、
多くの疾患でほぼ一定傾向であったが、水痘が半
減後に一定、手足口病と伝染性紅斑が 2015 年の
流行後に低下、流行性耳下腺炎が 2016 年に流行
の傾向であった。

 D . 考察
　本研究グループで検討を進めてきた全国年間罹
患数推計について、2016 年のデータを追加し、
2006 年以降の推計値の推移をまとめた。
　2006 年 4 月 1 日より利用開始された感染症発生
動向調査システムにおいて、システム利用者は本
研究グループが提案した方法によるインフルエン
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ザ・小児科定点対象12 疾患 （2008 年より10 疾患）・
眼科定点対象 2 疾患の全国罹患数推計値を参照す
ることができる。特にインフルエンザに関しては、
2009/2010 年の A（H1）pdm 流行以降、インフル
エンザ流行マップのホームページなどで推計値が
利用されるようになり、また、報道などを通じて
一般にも知られるようになった。今後も推計方法
について検討していくとともに、感染症対策に資
するため、罹患数推計値の利用を進めていく必要
があろう。

 E . 結論
　感染症発生動向調査に基づくインフルエンザ、
小児科定点対象疾患、眼科定点対象疾患の罹患数
の推計値について、2016 年のデータを追加し、推

移をまとめた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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59.4 35.5 42.5 23.1 25.9 41.2 32.0 41.8 42.5 39.1 34.1 44.2 37.9 32.5 43.2

32.4 19.0 23.2 12.8 14.5 22.9 17.4 23.3 23.0 21.5 18.8 24.1 21.1 18.1 24.1

27.0 16.5 19.3 10.3 11.4 18.3 14.6 18.6 19.5 17.7 15.2 20.1 16.8 14.4 19.1

0 4 36.5 23.1 29.4 17.0 18.9 28.0 22.0 29.2 29.8 28.0 23.9 32.1 28.3 23.9 32.7

5 9 18.5 9.8 10.6 5.1 5.7 11.0 7.7 10.1 10.2 8.6 7.4 9.8 7.7 6.6 8.8

10 14 2.1 1.3 1.2 0.5 0.6 1.2 1.1 1.2 1.3 1.0 0.9 1.2 0.8 0.6 1.0

15 2.3 1.2 1.3 0.5 0.7 1.1 1.2 1.3 1.3 1.5 1.2 1.8 1.0 0.8 1.2

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

172.9 165.4 183.5 146.4 139.4 173.7 184.1 159.4 157.9 213.0 193.1 232.8 196.6 176.9 216.3

91.8 87.7 96.1 76.6 73.2 92.3 97.8 84.8 84.0 111.7 101.3 122.0 103.4 93.0 113.7

81.1 77.6 87.4 69.8 66.2 81.5 86.3 74.6 73.9 101.3 91.8 110.8 93.2 83.8 102.7

0 4 52.0 50.7 57.5 47.8 42.2 55.7 57.0 47.7 49.2 67.3 60.0 74.6 64.6 56.7 72.6

5 9 87.7 80.9 89.1 68.6 68.1 85.9 90.5 79.2 79.5 102.5 93.0 112.1 92.3 83.4 101.3

10 14 15.8 15.5 17.4 14.4 13.5 17.3 19.1 16.7 16.6 23.3 20.5 26.1 22.3 19.6 25.0

15 17.4 18.2 19.5 15.7 15.6 14.9 17.5 15.7 12.6 19.8 16.4 23.2 17.4 14.5 20.2

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

 

874.4 756.6 813.8 617.9 942.8 748.6 924.2 851.9 647.1 628.3 580.7 675.8 708.9 655.6 762.1

440.1 383.4 412.4 314.4 476.6 381.5 467.9 428.7 330.0 318.7 295.2 342.3 360.2 333.8 386.6

434.3 373.2 401.4 303.6 466.1 367.1 456.3 423.2 317.2 309.5 284.9 334.1 348.7 321.4 376.0

0 4 349.3 319.6 343.1 267.4 410.2 332.8 404.8 338.7 267.2 264.7 233.5 296.0 305.2 268.7 341.7

5 9 199.2 169.6 190.4 142.5 231.5 181.2 214.6 198.2 161.8 155.2 139.3 171.1 186.7 169.1 204.3

10 14 75.1 65.1 70.2 54.7 78.8 64.5 80.3 79.3 60.5 57.9 53.7 62.0 61.6 57.1 66.2

15 250.8 202.3 210.1 153.3 222.2 170.1 224.4 235.7 157.7 150.4 133.9 167.0 155.3 139.4 171.2

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

表 1 - 1 .  年別全国罹患数推計値　咽頭結膜熱

表 1 - 2 .  年別全国罹患数推計値　A 群溶血性レンサ球菌咽頭炎

表 1 - 3 .  年別全国罹患数推計値　感染性胃腸炎

小児科定点からの報告数に基づく推計値
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図 1 - 1 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　咽頭結膜熱

図 1 - 3 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　感染性胃腸炎

図 1 - 2 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　A 群溶血性レンサ球菌咽頭炎

小児科定点からの報告数に基づく推計値

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）
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156.8 152.4 136.6 121.1 150.1 147.4 120.8 109.4 81.5 39.4 37.2 41.6 37.0 34.3 39.7

80.9 78.6 70.9 62.7 77.0 76.5 62.8 56.9 42.2 20.4 19.0 21.7 19.3 17.9 20.6

75.9 73.8 65.7 58.3 73.1 70.9 57.9 52.5 39.2 19.0 17.9 20.1 17.8 16.1 19.4

0 4 117.5 113.9 104.5 92.2 111.8 108.2 86.5 76.8 54.6 20.5 19.4 21.7 15.7 14.5 16.8

5 9 34.0 32.7 27.7 25.1 34.2 34.6 30.3 28.7 23.6 16.2 15.1 17.2 18.3 16.8 19.8

10 14 2.9 3.1 2.4 2.2 2.6 2.8 2.4 2.5 2.2 1.9 1.7 2.1 2.3 2.0 2.7

15 2.4 2.7 2.1 1.6 1.6 1.7 1.5 1.4 1.2 0.8 0.7 1.0 0.7 0.6 0.8

95%
20162006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

95%

58.4 59.9 85.6 41.2 91.4 217.2 42.9 191.7 43.1 199.3 187.2 211.4 36.1 33.8 38.5

32.1 32.6 46.6 22.7 49.3 118.7 23.3 104.4 23.5 109.1 102.6 115.6 19.7 18.4 20.9

26.3 27.3 39.0 18.6 42.1 98.5 19.6 87.2 19.6 90.2 84.5 95.9 16.5 15.3 17.6

0 4 44.4 48.2 66.1 34.4 69.7 172.0 33.0 156.8 35.5 163.3 153.2 173.4 30.1 28.1 32.2

5 9 12.3 10.2 17.1 5.6 18.6 37.3 8.6 27.0 6.5 29.7 27.6 31.8 4.7 4.3 5.0

10 14 1.0 0.8 1.5 0.5 1.7 3.6 0.8 3.2 0.6 2.9 2.6 3.2 0.6 0.6 0.7

15 0.7 0.7 1.0 0.7 1.4 4.3 0.6 4.7 0.5 3.4 3.0 3.8 0.7 0.6 0.7

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

 

39.9 48.9 11.3 10.7 32.6 58.5 12.3 6.3 15.5 55.8 49.5 62.2 31.1 26.8 35.5

19.4 23.7 5.4 5.2 15.9 28.1 6.1 2.8 7.6 27.2 24.4 29.9 15.3 13.4 17.3

20.6 25.3 5.9 5.5 16.7 30.3 6.3 3.5 7.9 28.7 25.0 32.3 15.8 13.4 18.2

0 4 15.6 18.6 4.9 4.9 12.6 22.8 5.5 3.2 6.1 21.1 18.9 23.4 12.0 10.0 14.0

5 9 20.2 25.9 5.3 4.9 17.6 30.9 5.9 2.6 8.2 30.2 26.2 34.2 16.8 14.4 19.1

10 14 2.7 3.1 0.7 0.6 1.6 3.2 0.7 0.3 0.9 3.1 2.8 3.4 1.9 1.7 2.0

15 1.4 1.4 0.4 0.2 0.8 1.5 0.3 0.2 0.3 1.4 1.1 1.6 0.5 0.5 0.6

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

表 1 - 4 .  年別全国罹患数推計値　水痘

表 1 - 5 .  年別全国罹患数推計値　手足口病

表 1 - 6 .  年別全国罹患数推計値　伝染性紅斑

小児科定点からの報告数に基づく推計値
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図 1 - 4 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　水痘

図 1 - 5 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　手足口病

図 1 - 6 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　伝染性紅斑

小児科定点からの報告数に基づく推計値

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）
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60.3 58.6 58.5 53.6 54.3 55.5 53.1 53.1 43.8 42.3 38.4 46.2 39.2 36.0 42.4

30.8 29.9 29.7 27.3 27.9 28.0 27.4 27.0 22.4 21.5 19.5 23.5 20.0 18.4 21.5

29.5 28.7 28.7 26.2 26.4 27.4 25.7 26.1 21.4 20.8 18.8 22.7 19.2 17.5 21.0

0 4 60.0 58.4 58.3 53.5 54.0 55.1 52.9 52.9 43.6 42.0 38.2 45.9 39.0 35.8 42.2

5 9 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.3 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2

10 14 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

15 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

1.0 2.4 5.6 3.9 5.5 3.6 3.6 1.7 1.2 1.8 1.3 2.3 1.5 1.2 1.7

0.4 1.0 2.4 1.6 2.3 1.5 1.7 0.7 0.5 0.8 0.6 1.0 0.6 0.5 0.7

0.6 1.4 3.2 2.3 3.2 2.1 2.0 1.0 0.7 1.0 0.7 1.3 0.8 0.6 1.0

0 4 0.5 0.7 0.9 0.7 1.0 0.6 0.6 0.3 0.3 0.5 0.4 0.5 0.4 0.3 0.5

5 9 0.1 0.3 0.7 0.3 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 0.3 0.2 0.5 0.3 0.2 0.3

10 14 0.1 0.3 0.8 0.3 0.4 0.3 0.3 0.1 0.2 0.3 0.2 0.5 0.3 0.2 0.4

15 0.3 1.2 3.2 2.6 3.6 2.3 2.4 1.1 0.5 0.7 0.4 1.0 0.5 0.3 0.7

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

 

72.4 78.1 67.7 45.4 82.4 82.6 66.2 57.4 75.3 49.4 46.0 52.8 68.0 63.1 72.8

37.4 40.3 35.0 23.5 42.5 43.0 33.9 29.1 39.0 25.3 23.7 27.0 35.1 32.6 37.5

35.0 37.7 32.7 21.9 39.9 39.6 32.3 28.3 36.3 24.0 22.2 25.9 32.9 30.4 35.4

0 4 57.1 59.3 54.3 34.3 62.4 61.9 52.8 45.2 60.9 39.5 36.8 42.1 54.9 51.1 58.8

5 9 12.3 15.0 10.8 7.9 16.1 16.4 10.8 9.3 12.2 7.9 7.1 8.7 10.8 9.7 12.0

10 14 1.3 1.5 1.0 1.2 1.6 1.9 1.0 0.9 0.9 0.8 0.7 0.9 0.9 0.7 1.0

15 1.6 2.2 1.6 2.0 2.4 2.3 1.6 2.0 1.3 1.2 0.0 2.4 1.4 0.0 2.7

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

表 1 - 8 .  年別全国罹患数推計値　百日咳

表 1 - 7 .  年別全国罹患数推計値　突発性発疹

表 1 - 9 .  年別全国罹患数推計値　ヘルパンギーナ

小児科定点からの報告数に基づく推計値
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図 1 - 7 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　突発性発疹

図 1 - 8 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　百日咳

図 1 - 9 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　ヘルパンギーナ

小児科定点からの報告数に基づく推計値

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）
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118.6 43.1 42.6 64.3 108.6 80.1 44.0 30.8 24.3 38.5 35.6 41.4 87.2 79.4 95.0

61.5 23.4 23.3 35.0 57.4 42.5 23.6 17.0 13.1 20.6 19.0 22.2 45.9 41.8 50.0

57.2 19.7 19.3 29.4 51.2 37.6 20.4 13.8 11.2 17.9 16.4 19.3 41.3 37.6 45.1

0 4 51.0 19.1 19.9 30.0 45.8 33.2 17.5 12.0 9.4 13.8 12.6 14.9 28.1 25.4 30.9

5 9 55.0 19.5 19.0 28.8 51.8 38.0 21.8 15.3 12.1 20.1 18.4 21.7 47.6 43.1 52.1

10 14 7.5 2.9 2.2 3.5 7.4 5.6 3.0 2.5 1.8 3.3 2.9 3.7 8.1 7.3 8.9

15 5.1 1.6 1.4 2.1 3.6 3.2 1.7 1.0 0.9 1.4 1.1 1.6 3.4 2.9 3.8
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図 1 - 10.  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　流行性耳下腺炎

表 1 - 10.  年別全国罹患数推計値　流行性耳下腺炎

小児科定点からの報告数に基づく推計値

週別全国罹患数の推計値（万人）
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1.2 1.3 1.4 0.8 1.1 4.8 0.7 1.0 0.6 0.7 0.5 0.9 0.5 0.4 0.7

0.6 0.6 0.6 0.4 0.5 2.5 0.3 0.4 0.3 0.3 0.2 0.5 0.3 0.2 0.3

0.6 0.7 0.7 0.5 0.6 2.3 0.4 0.5 0.3 0.3 0.3 0.4 0.3 0.2 0.4

0 4 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2 0.6 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1

5 9 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.6 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

10 14 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

15 19 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20 29 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.4 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

30 39 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.7 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.2

40 49 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.4 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1

50 59 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1

60 69 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1

70 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.2 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

95%
20162006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

95%
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表 1 - 11.  年別全国罹患数推計値　急性出血性結膜炎

図 1 - 11.  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　急性出血性結膜炎

週別全国罹患数の推計値（万人）
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46.7 34.1 34.9 24.1 31.2 30.3 28.8 29.7 28.5 35.4 31.9 38.9 36.9 33.3 40.6

23.6 17.6 17.8 12.6 16.4 16.1 14.9 14.9 14.5 17.8 16.1 19.6 18.4 16.6 20.1

23.1 16.6 17.1 11.5 14.8 14.2 13.9 14.8 14.0 17.6 15.7 19.4 18.5 16.6 20.5

0 4 5.9 4.0 4.5 2.7 4.2 4.0 3.5 4.0 3.8 5.3 4.5 6.1 5.9 5.1 6.8

5 9 3.7 2.6 2.7 1.6 2.2 2.3 2.1 2.3 2.2 3.1 2.7 3.6 3.5 3.0 3.9

10 14 1.7 1.2 1.2 0.8 1.1 1.2 0.9 0.9 1.0 1.3 1.1 1.4 1.4 1.2 1.6

15 19 1.7 1.3 1.2 0.9 1.1 1.1 0.8 0.9 0.8 1.1 0.9 1.2 1.0 0.9 1.2

20 29 7.6 5.3 5.1 3.7 4.6 4.4 4.0 3.9 3.7 4.3 3.8 4.7 4.1 3.7 4.6

30 39 10.6 8.1 8.1 5.4 6.9 7.1 6.8 6.9 6.5 7.9 7.1 8.7 7.8 7.0 8.6

40 49 4.7 3.8 3.8 2.8 3.7 4.0 3.9 4.2 4.0 4.6 4.1 5.1 5.0 4.5 5.5

50 59 4.8 3.3 3.5 2.3 2.8 2.6 2.6 2.4 2.4 2.9 2.6 3.2 2.8 2.5 3.2

60 69 3.6 2.7 2.9 2.1 2.6 2.3 2.5 2.4 2.3 2.8 2.4 3.1 3.1 2.7 3.5

70 2.4 1.9 2.2 1.9 2.0 1.5 1.6 1.7 1.8 2.2 1.7 2.6 2.2 1.8 2.5

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%
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表 1 - 12.  年別全国罹患数推計値　流行性角結膜炎

図 1 - 12.  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　流行性角結膜炎

週別全国罹患数の推計値（万人）
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977 1,274 630 3,067 315 1,394 1,665 1,360 1,722 1,259 1,209 1,308 1,799 1,690 1,908

493 645 322 1,579 160 708 840 690 876 622 597 647 914 855 972

483 629 308 1,488 155 685 825 670 847 637 612 661 885 834 936

0 4 178 190 109 386 40 200 255 163 199 130 121 139 214 196 233

5 9 217 306 157 819 58 361 444 230 381 202 190 215 381 350 412

10 14 119 223 74 660 37 215 263 168 271 158 149 167 239 220 257

15 19 66 94 33 332 29 79 82 89 94 77 73 81 105 98 113

20 29 96 124 73 291 58 154 119 129 135 124 116 131 131 122 140

30 39 116 134 88 263 40 157 171 171 201 146 138 153 200 186 213

40 49 70 85 48 168 24 100 123 147 179 137 131 144 200 188 212

50 59 51 54 24 78 16 64 75 99 112 97 93 101 132 125 139

60 69 29 30 13 38 7 35 60 74 79 76 73 80 103 97 108

70 33 33 11 32 6 29 73 90 72 112 106 117 94 88 100

2016
95%

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
95%

2006
/2007

2007
/2008

2008
/2009

2009
/2010

2010
/2011

2011
/2012

2012
/2013

2013
/2014

2014
/2015

2015
/2016

1,136 684 1,393 2,091 1,388 1,680 1,386 1,468 1,527 1,617

568 343 710 1,074 704 847 697 746 756 820

557 332 680 1,011 680 830 681 717 766 790

0 4 166 120 204 232 193 259 164 178 152 199

5 9 258 181 369 524 356 455 229 327 258 359

10 14 202 79 231 478 212 265 168 211 220 211

15 19 87 30 83 282 79 79 90 77 94 84

20 29 107 75 144 220 156 117 129 114 143 109

30 39 113 90 158 155 154 166 171 176 170 178

40 49 76 49 96 101 99 121 148 152 162 179

50 59 48 22 48 47 63 73 101 97 108 115

60 69 26 11 26 17 33 57 73 69 82 90

70 31 10 21 15 24 69 89 58 121 77

表 2 - 1 .  年別全国罹患数推計値　インフルエンザ

表 2 - 2 .  シーズン別全国罹患数推計値　インフルエンザ
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図 2 - 1 .  週別全国罹患数推計値の推移　インフルエンザ

図 2 - 2 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　インフルエンザ　0 ～19歳

図 2 - 3 .  年齢階級別、週別全国罹患数推計値の推移　インフルエンザ　20歳以上

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）

週別全国罹患数の推計値（万人）
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2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009#1 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
 #1 736 1,156 895 1,820 977 1,274 630 3,067 315 1,394 1,665 1,360 1,722 1,259 1,799

10.7 26.9 39.5 40.9 59.4 35.5 42.5 23.1 25.9 41.2 32.0 41.8 42.5 39.1 37.9
101.8 109.4 137.4 131.6 172.9 165.4 183.5 146.4 139.4 173.7 184.1 159.4 157.9 213.0 196.6
676.6 699.6 746.9 733.7 874.4 756.6 813.8 617.9 942.8 748.6 924.2 851.9 647.1 628.3 708.9
162.8 150.0 149.5 156.1 156.8 152.4 136.6 121.1 150.1 147.4 120.8 109.4 81.5 39.4 37.0
57.7 104.4 53.4 66.5 58.4 59.9 85.6 41.2 91.4 217.2 42.9 191.7 43.1 199.3 36.1
38.2 21.1 31.9 28.1 39.9 48.9 11.3 10.7 32.6 58.5 12.3 6.3 15.5 55.8 31.1
68.7 68.2 68.5 68.9 60.3 58.6 58.5 53.6 54.3 55.5 53.1 53.1 43.8 42.3 39.2
1.1 1.4 1.3 1.1 1.0 2.4 5.6 3.9 5.5 3.6 3.6 1.7 1.2 1.8 1.5

 #2 2.1 2.2 3.9 1.1 0.6 0.4
71.0 92.4 66.8 93.9 72.4 78.1 67.7 45.4 82.4 82.6 66.2 57.4 75.3 49.4 68.0

 #2 7.9 5.5 1.2 0.6 0.4 2.3
108.9 51.5 82.1 135.6 118.6 43.1 42.6 64.3 108.6 80.1 44.0 30.8 24.3 38.5 87.2

1.5 1.6 1.1 1.1 1.2 1.3 1.4 0.8 1.1 4.8 0.7 1.0 0.6 0.7 0.5
54.7 49.9 42.3 44.6 46.7 34.1 34.9 24.1 31.2 30.3 28.8 29.7 28.5 35.4 36.9

#1
#2 2008

表 3 .  2002年～2016年の罹患数推計値のまとめ
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分担研究報告書

インフルエンザの型別罹患数の推計

 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 研究協力者　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部 社会医学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院 臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学

研究要旨
　インフルエンザの週別推計罹患数に病原体情報を加味することで、2010 年第 36 週から2017 年
第 29 週のインフルエンザ型別罹患数 （ 0 - 4 歳、5 -19 歳、20-59 歳、60 歳以上の年齢階級別を含む） を
推計した。その結果、本年は 2016/17 シーズンのインフルエンザ型別罹患者数を推定し、A（H1）pdm

非流行期のシーズンと同様の推移が観察された。

A . 研究目的
　2010 年第 36 週から2017 年第 29 週までの 7 年間を
対象に、インフルエンザの週別推計罹患数に病原
体情報を加味し、型別の罹患数の推計を実施、流
行状況の検討を行った。

 B . 研究方法
　使用したデータはインフルエンザの週別推計罹
患数および週別のインフルエンザウィルスの型の
分布 （型別割合％） の 2 つである。インフルエン
ザの週別推計罹患数は平成 21年度研究報告書の
記載に従い、感染症発生動向システムから抽出し
た情報を利用することで実施した。週別のインフ
ルエンザウイルスの型の割合は病原体情報から抽
出したインフルエンザウイルス分離数・検出数を
使用し、インフルエンザの型別割合 （％） を算定
した。年齢カテゴリは病原体情報に合わせて 0 - 4

歳、5 -19 歳、20-59 歳、60 歳以上の 4 カテゴリと
するとともに、全年齢の総計も合わせて算定した。
週別推計罹患者数の精度を示す 95％信頼区間は、
型別推計患者数の分散と型別割合の分散を用いる

ことで算定した。インフルエンザの型別罹患数推
計の期間はインフルエンザ流行期を含む形とする
ため、2010 年第 36 週から2017 年 29 週とした。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。「疫学研究に関する倫理指針」 の適用範囲で
はないが、資料の利用や管理など、その倫理指針
の原則を遵守した。

  C  .  研究結果
　図 1 に 2010 年第 36 週から2017 年第 29 週のイン
フルエンザ型別の推計罹患数に関する週別推移を
示した。A（H1）pdm の週別罹患数の推移をみる
と2011 年第 4 週 （140.5 万）、2014 年第 5 週 （110.8

万）、2016 年第 6 週 （132.0 万） にピークを示す分布
を示した。一方 A（H3） では 2012 年第 5 週 （174.4

万）、2013 年第 4 週 （196.7 万）、2015 年第 2 週 （200.4

万）、2017 年第 4 週 （185.5 万） に高値を示し、2011

年、2014 年にはそれより低いピークを示してい
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た。B 型では 2012 年第 10 週 （55.9 万）、2014 年第
12 週 （66.5 万）、2016 年第 9 週 （91.4 万） に比較的
高い値を示した。
　図 2 に 2010 年 36 週-2017 年 29 週のインフルエン
ザ亜型別にみた年齢階級別罹患数の積み上げグラ
フを示した。A（H1）pdm は 5 -19 歳、20-59 歳の
カテゴリで罹患数が多く、A（H3） は2011、14、15、
16 年では 5 -19 歳、2012、13 年では 5 -19 歳と20- 

59 歳のカテゴリの罹患数が多かった。B では 5 - 

19 歳のカテゴリの罹患数が半数以上を占めてい
た。
　表 1 に 2016/17 シーズンにおける流行ピーク時の
インフルエンザ型別罹患数 （A（H1）pdm、A（H3）、
B） とその 95％信頼区間を示した。A（H1）pdm の
ピークは 2017 年第 5 週で、罹患数の合計は 3.5 万
人であった。年齢別では 0 - 4 歳で 1.3 万、5 -19

歳で 1.2 万、20-59 歳で 1.0 万、60 歳以上 0.0 万と60

歳以上のカテゴリ以外で多くの罹患者数を示して
いた。A（H3） のピークは 2017 年第 4 週で、罹患
数の合計は 185.5 万人であった。年齢別では 0 - 4

歳で 17.6 万、5 -19 歳で 78.7 万、20-59 歳で 61.6 万、
60 歳以上 27.6 万と 5 -19 歳、20-59 歳のカテゴリ
で多くの罹患者数を示していた。B のピークは
2017 年第 9 週で罹患数の合計は 18.0 万人であった。
年齢別では 0 - 4 歳で 2.4 万、5 -19 歳で 8.2 万、20- 

59 歳で 5.7 万、60 歳以上 1.7 万と 5 -19 歳、20-59 歳
のカテゴリで多くの罹患者数を示していた。なお、
インフルエンザの全ての型で、年齢階級別の罹患
数のピークは全体のピークとほぼ一致していた。
　表 2 に 2010/11 から 2016/17 シーズンの 6 年間に
おけるインフルエンザ型別・年齢階級別の推計罹
患者数を示した。型別の検討では、A（H1）pdm

が大流行した 2010/11、2013/14、2015/16 シーズ
ン以外では、A（H3） がインフルエンザ罹患者数
の大半を占め、ついで B が続くという頻度であっ
た。年齢別に見ると A（H3） は 5 から19 歳、20 か
ら59 歳に多く見られるのに対し、B では 5 -19 歳

で多いなど、型別の頻度の違いが観察された。

 D . 考察
　2010 年から2017 年の患者報告と病原体報告の 2

つの情報を組み合わせ、インフルエンザ型別罹
患数を推計し、その週別推移を検討した。その
結果として 2016/17 シーズンの推移パターンが
A（H1）pdm の流行がないシーズンとほぼ同様で
あることが確認された。インフルエンザ週別罹患
数推計の継続的実施の結果、わが国の感染症対策
の基礎となるインフルエンザ流行の時間的推移・
年齢構成などが明らかになった。この 7 年間の流
行ピーク時およびシーズン全体の型別罹患者数を
定量的に示せたことは大きく、今後も継続した検
討が期待される。今後とも NESID 実装へ向けた
課題検討を進め、インフルエンザ型別罹患数推計
が保健医療関係者に周知できるよう、実証的な検
討を進めたい。

 E . 結論
　本年は 2016/17 シーズンのインフルエンザ型別
罹患者数を推定し、A（H1）pdm の流行のないシー
ズンと同様の推移が観察された。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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図 1 .  インフルエンザ亜型別の罹患数の推移 （2010年36週－2017年29週）



–  82  –

A ( H 1 ) p d m

 
A ( H 3 )  

B  

図 2 .  インフルエンザ亜型別、年齢階級別罹患数の積み上げグラフ（2010年36週－2017年29週）
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表 1 .  2016/17シーズンのピーク時におけるインフルエンザ型別 （A（H1）pdm、
          A（H3）、B、A（NT）） の年齢階級別推計罹患数と95％信頼区間 （万人）
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表 2 .  各シーズン（2010/11、2011/12、2012/13、2013/14、2014/15、2015/16、2016/17）の
         インフルエンザ型別・年齢階級別の推計罹患者数 （万人）



–  85  –

厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

病原体情報を用いたインフルエンザ型別分布の推定

 研究協力者　大庭 真梨　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院 臨床研究部
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部 社会医学
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学
 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野

研究要旨
　感染症発生動向調査で得られる週ごとの罹患数ならびに病原体情報をもとに、インフルエンザの
型別割合の推計が試行されている。しかし、流行初期・終期においては、報告数が少なく病原体情
報が十分でないため、各週の型別割合の推定精度は低く、ばらつきがあり、推移は滑らかでない。
この問題に対処する目的で、週別型別割合の複数の推計法を統計学的に吟味・評価し、望ましい推
計方法を検討した。その結果、移動平均法が型別割合推計として適していると考えられた。

A . 研究目的
　感染症発生動向調査で得られる週ごとの罹患数
ならびに病原体情報をもとに、インフルエンザの
型別割合の推計が試行されている。しかし、流行
初期・終期においては、報告数が少なく病原体情
報が十分でないため、各週の型別割合の推定精度
は低い。また現実には連続的 （滑らかに） 推移し
ていると思われる型別分布も、観察データを見る
と、ばらつきがあり滑らかではない推移が示され
ている。この問題に対処する目的で、週別型別割
合について複数の推計法を統計学的に吟味・評価
し、望ましい推計方法を検討した。

 B . 研究方法
　使用したデータは 2014/2015 年 （2014 年第 36 週
から2015 年 35 週） の感染症サーベイランス病原体
情報である。週ごとの型分布は病原体情報から抽
出したインフルエンザウイルス分離数・検出数 

（以下報告数） を使用した。このデータより A（H3）
型と B 型の報告数に焦点をしぼり、A（H3） の割
合 （％ : A（H3） 報告数/（A（H3）＋B の報告数））を

算出した。
　A（H3） の割合の推計方法は以下の 5 つの方法
を検討した。
①そのまま : 当該週の報告数をそのまま使用
②累積法 : 当該週までの報告数の総和（以下、累
積報告数）を使用
③幅広法 : 推計間隔を一週から二週おきにした報
告数を使用
④移動平均法 : 当該週から二週遡った範囲の平均
値
　 （a）重みなし平均値（重み 1 : 1 : 1）
　 （b）重み付き平均値（重み 1 : 2 : 3）
⑤ベイズ法 : 過去週を用いた階層ベイズ法による
事後平均値
　 （a）A（H3） である対数オッズに対し正規ガン

マ事前分布
週 i の A（H3） の割合 pI、対数オッズ 

θi=logit pI について、事前分布:

θi～N（µ,σ2）, µ～N（0,1000）,
σ-2～iGam（2.1,1）.

　 （b）A（H3） の割合 pi に対しベータ・ガンマ事
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前分布 : 事前分布 : pi～Beta（a,b）,τ=a+b, 

µ=a/τ, µ=Beta（0.1,0.1）,τ～Gam（2,1）.
　 （c）平均λのポアソン分布に従う報告数に対し

ガンマ事前分布
報告数 : Ai～Pois（λa）, Bi～Pois（λb）,
事前分布 :λk～Gam（αk,βk）,αk～Gam（0.1,0.1）,
βk～Gam（0.1,1）, for k=a, b.

（a）、（b）、（c）における当該週の事後推定は、当
該週およびそれ以前の全週のデータを用いて行っ
た。事後分布の導出には MCMC 法を用い、SAS 

version 9.40 により実施した。
　上記の 5 つの推計方法を比較するにあたっては
推計の統計的な良さについて、滑らかさ、正確
さ、推定精度を示す指標を各々用いることで評価
した。
　滑らかさの指標として、前週との差の平均
自乗差 （Root mean squared difference、以下
RMSD） を計算した。

　RMSD= ∑  (pi-pi-1)2/(K-1)K
i=2

　（pi は週 i の A 型の割合、K は推計週数）
　正確さの指標として、過去 7 年間の病原体情報
を用い、各週の 7 年間の平均値を真値と考え、この
真値とのずれ （root mean squared error, RMSE） 
を計算した。

　RMSE= ∑  (pi-pi)2/KK
i=1
-

　（p-i は週 i の 7 年平均）
　精度の指標として、各週の A（H3） 割合の 95％信
頼区間 （ベイズ法では信用区間） （95％ conf idence 

interval or credible interval; 95％CI） の幅を 5 つ
の方法で算出・評価した。RMSD は推移が滑ら
かなほど値が小さく、RMSE は真値からのずれ
が小さいほど値が小さくなる指標であり、95％CI

幅が狭いほど推定精度が良いことを意味する。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため 「人を対象とする医学系研究に関する倫
理指針」 の適用範囲ではないが、資料の利用や管
理など、倫理指針の原則を遵守した。

  C  .  研究結果
　表 1 に週別報告数が 20を下回る時期の報告数を
示した。初期は 2014 年 9 月から10月、終期は 2015

年 6 月から 8 月に該当する。A（H3） 型と B 型の
合計数に対する A（H3） 型の数が 2/2、1/1といっ
た報告数全部が A（H3） 型となる週や、報告自体
がなく 0/0 となる週が見られた。
　図 1 に A（H3） 型の週別割合の推移を示した。
左図が報告数そのままの割合 （方法①に該当）、
中央図が累積法の割合 （②）、右図が幅広法の割
合 （③） を示す。報告数そのままの割合を用いた
推定法では各週の値が大きくばらつくのに対し、
累積法を用いた中央図では週数が進むにつれ極端
に滑らかになるとともに、各週のもつ情報が各週
割合に反映されなくなる傾向が見られた。右図の
幅広法のばらつきは左図の①より小さかった。
　図 2 に移動平均法 （④） とベイズ法 （⑤） で求め
た週別割合の推移を示す。上段が移動平均法 （④） 
で左図が重みなし （a）、右図が重み付き （b） であ
る。（a） （b） いずれ報告数そのまま （①） より凹凸
が少なく表現された。下段はベイズ法で推定した
結果である （左から⑤ （a） （b） （c））。いずれも初
期は事前情報がなくほぼ実数に近く、週数が進む
につれて以前の週の平均値の影響を受けた推計値
が示された。ただし、（b） および （c） の計算過程
において、初期の A（H3） 型がほぼ 100％を占める
時期に、事後分布が特定できず推定できない週が
みられた。
　表 2 に RMSD と RMSE および 95％CI 幅を用
い、各推定法の性能評価を行った結果を示した。
RMSD は累積法②で最も小さく、ついで移動平
均 （④a）、移動平均 （④b） で小さな値を示した。
RMSE はベイズ法 （⑤a）、移動平均の 2 つが小さ
かった。各週の 95％CI 幅を52 週間分平均した値
は、累積法 （②）、幅広法 （③）、ベイズ法 b, c （⑤）
の順で小さな値を示した。ただし前述のとおり、
ベイズ法 b, c は適切な推定が行えず信頼区間が過
剰に狭く見えた可能性があるため、これを除外す
るとベイズ法 a が三番目に小さかった。
　図 3 に週別の A（H3） の型別割合の 95％CI 幅を
推定法別に示した。累積法 （②） では週が進むほ
ど報告数が増え区間幅が狭くなった。「①そのま
ま」 と移動平均法、幅広法は二項分布に基づく正
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確な信頼区間を使用している影響で推移に山谷が
あったが、多くの週で移動平均法、幅広法は 「①
そのまま」 より小さい区間幅を示した。なお黄色
で示したベイズ法 b, c の推定が行えなかった週で
は区間幅が 0 になった。全体的に、累積法、幅広
法、ベイズ法 a の順に 95％CI 幅が狭くなる傾向
があった。
　以上をまとめると、滑らかさは累積法と移動平
均法 ab が、正確さはベイズ法 a と移動平均法 ab

が、推定精度は、累積法と幅広法とベイズ法 a が
優れていることが示された。

 D . 考察
　2014-2015 年のインフルエンザの病原体情報を
対象に、A（H3） 型と B 型の報告数に焦点をしぼ
り、A（H3） の占める割合の推定問題について複数
の推計法を適用し、それらの性質を統計学的に評
価した。その結果、滑らかさは累積法と移動平均
法、正確さはベイズ法 a と移動平均法、精度は累
積法と幅広法とベイズ法 a が優れていた。これら
結果とともに、計算の容易さ、当該週情報の多さ
から総合的に判断すると、移動平均法が型別割合
推計として適していると考えられた。
　移動平均法の問題点として、最初の 2 週間は前
週情報がないため計算不能であること、前 2 週の
影響を受けることが挙げられる。前者は前年度の
報告数を利用するか、累積法を用いるという対応
策がある。後者は当該週に大きな重みをつける移
動平均法 （④b） で影響の程度を変えることがで
きる。また報告数の少ない週のみで使用する運用
でも問題ないと思われる。
　今回は最も多かったインフルエンザ A（H3） 型
と B 型に焦点をしぼり、二項割合に基づく検討を
行ったが、移動平均法であれば AH1 （パンデミッ
ク） 型なども加えた 3 つ以上の型への拡張も容易
であり、拡張性が高い点が長所として挙げられる。
　累積法は初期に安定した結果を示すものの流行
期以降は全体平均を表すものになってしまい、週
ごとの報告に向かないことが今回確認された。ま
た、幅広法は 2 週ごと報告するのであれば問題が
少ない一方で、滑らかさの点では当初の期待に反
し、「①そのまま」 を下回った。ベイズ法は事前分
布の設定の仕方によっては適切な事後推定が行え

ない週がある問題点があり、さらに各週の精度が 

「①そのまま」 を下回ることがあった。この理由
として、特に （b） （c） で無情報事前分布を用いた
ことが考えられる。事前分布を見直すことで性質
の改善の可能性が見いだせると思われる。
　評価指標の考察として、RMSD と RMSE の妥
当性について議論する。RMSD は 「割合の推移が
滑らか」 という仮定、RMSE は 「過去 7 年間の平
均が真値」 という検証不能な仮定を置いた指標で
ある。前者については、時系列解析手法の一つで
あるカルマンフィルターにおいて、パラメータ推
定の際に最小化する誤差項に一致するものであ
る。また今回の用途は値自体を議論するのではな
く、方法間の比較という相対的な用途であったこ
とから、本指標を用いた議論は妥当であったと考
えられる。RMSE に関しては、感染症の流行パ
ターンは毎年同じとは限らないため、「過去 7 年
間の平均」 を各週報告数の真値とする考えには確
かに問題はある。ただ真値は観測不能である現状
を踏まえると、推定法を評価する際の選択肢とし
て、複数年データの平均値を使用することは理に
かなっており、相対比較を目的にするならば現実
的と思われる。

 E . 結論
　インフルエンザの 2014/15 シーズンの週別型別
割合の推計方法を複数検討し、視覚的および統計
学的に評価を行ったところ、移動平均法が実用的
であると考えられた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
大庭真梨, 村上義孝, 橋本修二, 川戸美由紀, 

谷口清州, 太田晶子, 砂川富正, 永井正規. 感
染症発生動向調査を用いたインフルエンザの
週別型別分布の推定方法の検討. 第76回日本
公衆衛生学会総会. 鹿児島. 2017/11/1.

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
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2 .  実用新案登録
　　なし

3 .  その他
　　なし

 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35
A(H3)  2 2 1 2 14 10 5 4 6 12 11 5 0 1 3 1 1 0 2 0 1 2 0 2 3 

B  0 0 0 1 1 6 1 15 5 1 2 12 1 4 4 2 0 0 1 0 0 1 0 0 0 

 
 

 
 
 

 
 

 
a

 
b

 
a 

 
b 

 
c 

RMSD (%) 20.7 1.2 23.9 10.3 11.9 15.7 20.1 22.6 
RMSE (%) 18.7 36.1 19.0 14.1 15.1 13.1 16.0 18.4 

95%CI  (%) 
35.0 

(29.7) 
5.2 

(8.6) 
25.8 

(23.2) 
35.2 

(30.9) 
34.7 

(29.8) 
27.2 

(25.3) 
20.4 

(24.0) 
14.1 

(20.0) 

表 1 .  インフルエンザ A 型および B 型の報告数 （一部抜粋）

表 2 .  各手法の推計方法の評価
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図 1 .  インフルエンザ A 型の週別割合の推移（左からそのまま①、累積法②、幅広③）
         横軸は2014年 9 月第 1 週から2015年 8 月第 4 週まで。縦軸は A 型の割合を表す。

図 2 .  インフルエンザ A 型の週別割合の推移（上段左から重み無し移動平均④a、重み付き移動平均
④b、下段左からベイズ⑤a、⑤b、⑤c）

         横軸は2014年 9 月第 1 週から2015年 8 月第 4 週まで。縦軸は A 型の割合を表す。
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3(2) 

3(1) 

3(3) 

図 3 .  インフルエンザ A 型の週別割合の95％信頼区間幅の推移
横軸は2014年 9 月第 1 週から2015年 8 月第 4 週まで。縦軸は A 型の割合を表す。（1） 実線がその
まま①、破線が累積法②、一点鎖線が幅広法③の推移を示す。（2） 灰色の実線がそのまま①、
黒実線が移動平均法④a、黒破線が移動平均法④b の推移を示す。（3） 灰色の実線がそのまま
①、黒実線がベイズ法⑤a、黒破線がベイズ法⑤b、一点鎖線がベイズ法⑤c の推移を示す。
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

性感染症の罹患数推計
－補助変量を用いた推計方法と推計結果－

 研究協力者　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部 公衆衛生学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院 臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学
 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野

研究要旨
　性感染症定点対象疾患の罹患数推計の実施可能性を検討することを目的とした。3 年計画の最終
年度として、過去 2  年間の研究結果に基づいて、性感染症定点対象疾患の補助変量を用いた罹患数
推計方法を示すとともに、2015 年罹患数推計への適用を試みた。罹患数推計方法として、推計の層、
推計法の概要、推計に必要な資料 （推計の層別の医療施設数と外来患者延べ数） を示した。補助変
量を用いた方法による2015 年罹患数推計値は 7.8～33.9 万人であり、補助変量なしのそれの 0.91～
0.95 倍であった。性感染症定点対象疾患の罹患数推計には実施可能性があると示唆され、感染症発
生動向調査システムへの導入を検討することが重要と考えられた。

A . 研究目的
　感染症発生動向調査において、性感染症定点把
握対象疾患は性器クラミジア感染症、性器ヘルペ
スウイルス感染症、尖圭コンジローマ、淋菌感染
症の 4 つであり、月に一度、定点から性・年齢別
の患者数が報告されている。その報告データを用
いた全国罹患数推計の実施が期待されるが、現行
の感染症発生動向調査システムでは、インフルエ
ンザや小児科定点対象疾患と異なり、全国罹患数
推計が実施されていない。
　本研究の目標としては、性感染症定点対象疾患
の罹患数推計について、実施可能性を検討するこ
とである。実施可能性があれば、次に、感染症発
生動向調査システムへの導入を検討することが重
要となると考えられる。平成 27 年度、3 年計画の
初年度として、性感染症の罹患数推計の研究計画
を立案するとともに、26 年度に提案された同疾患
の推計方法と推計結果を確認し、検討の基礎的な

準備を行った。28 年度、推計の基礎データである
性感染症定点の対象診療科の全医療施設数を2014

年医療施設調査データを利用して求めるととも
に、定点及び全医療施設の産婦人科系と泌尿器科
系の診療科の施設数比の年次推移を検討した。
　本年度は、過去 2 年間の研究結果に基づいて、
補助変量を用いた罹患数推計方法を示すととも
に、2015 年罹患数推計への適用を試みた （補助変
量を用いた罹患数の推計方法の詳細は、本年度の 

「補助変量を用いた罹患数推計」 の研究報告書を
参照）。

 B . 研究方法
　基礎資料として、感染症発生動向調査から性感
染症定点対象疾患の 2015 年の報告患者数と定点情
報 （2016 年 7 月時点） を、医療施設調査から2014

年の全医療施設の調査情報を得た。定点情報と医
療施設調査の調査情報を医療施設単位に突合し
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た。突合によって得た外来患者延べ数が得られた
定点における報告患者数を、罹患数の推計に利用
した。
　外来患者延べ数を補助変量とする罹患数推計
方法、および、補助変量なしの推計方法 （インフ
ルエンザなどの罹患数推計での現行方法） につい
て、性感染症定点対象疾患の 2015 年の罹患数推
計への適用を試みた （適用方法の詳細は平成28年
度の 「補助変量を用いた罹患数推計」 の研究報告
書を参照）。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。

  C  .  研究結果
（1） 罹患数の推計方法
　性感染症定点対象疾患の罹患数の推計方法とし
ては、補助変量を用いた罹患数の推計方法とした。
対象疾患としては性器クラミジア感染症、性器ヘ
ルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、淋菌
感染症の 4 疾患とした。
　表 1 に推計の層を示す。推計の層としては、都
道府県と医療施設特性とした。医療施設特性は①
病院の産婦人科系の診療科、②産婦人科系の診療
科を有する一般診療所、③病院の泌尿器科系の診
療科、④泌尿器科系の診療科を有する一般診療所
の 4 区分とし、皮膚科を除いた。
　表 2 に推計法の概要を示す。これは、補助変量
を用いた罹患数の推計方法である。
　表 3 に、性感染症定点対象疾患の罹患数推計に
おける医療施設数と外来患者延べ数を示す。補助
変量を用いた罹患数の推計方法では、この資料を
使用する。
（2） 罹患数の推計結果
　表 4 に、性感染症定点対象疾患の罹患数推計に
おける医療施設と定点の施設数と外来患者延べ数
の平均値を示す。定点の外来患者延べ数は医療施
設全体のそれに比べて、病院の層 （①病院の産婦
人科系の診療科、③病院の泌尿器科系の診療科） 
で 1.6 倍と1.9 倍と大きく、一方、診療所の層 （②
産婦人科系の診療科を有する一般診療所、④泌尿

器科系の診療科を有する一般診療所） で 1.3 倍と
1.2 倍とやや大きかった。
　表 5 に、補助変量の得られた定点に基づく2015

年の性感染症定点対象疾患の罹患数の推計値、標
準誤差、標準誤差率と95％信頼区間を示す。補助
変量を用いた推計方法による罹患数推計値は、尖
圭コンジローマの 7.8 万人から性器クラミジア感
染症の 33.9 万人までの範囲であり、また、罹患数
推計値の標準誤差率は 6.9～26.8％であった。補
助変量なしの推計方法と比較すると、補助変量あ
りの罹患数は 0.91～0.95 倍であり、また、標準誤
差は 1.01～1.12 倍であった。

 D . 考察
　性感染症定点の外来患者延べ数については、イ
ンフルエンザ定点や小児科定点と同様に、すべて
の層で、医療施設全体のそれよりも大きい傾向で
あった。ただし、診療所の層では、インフルエン
ザ定点や小児科定点と異なり、医療施設全体のそ
れと大きな差がなかった。この理由は不明であ
る。これより、性感染症定点がより活動性の高い
医療施設から選定されていること、定点選定の無
作為性が成り立っていないことが示唆され、それ
に伴って現行の推計方法による罹患数推計値が過
大評価となると考えられる。一方で、診療所の層
では、定点の外来患者延べ数が医療施設全体と大
きな差がなく、また、定点数は診療所の層で多い
ことから、罹患数推計値の過大評価の程度はそれ
ほど大きくないとも考えられる。
　補助変量を用いた推計方法による2015 年の罹
患数推計値は、補助変量なしのそれに比べて、い
ずれの疾患でも少なかった。両者の比は、0.91～
0.95 倍であり、インフルエンザや小児科定点対象
疾患よりも 1 に近かった。これは、定点と全医療
施設における外来患者延べ数の違いの傾向と符合
している。この適用の試みから、性感染症定点対
象疾患の罹患数推計には実施可能性があると示唆
される。
　性感染症の罹患数の真値が不明であるため、罹
患数推計値の偏りは分からない。インフルエンザ
において、補助変量なしに比べて、補助変量あり
の罹患数推計値が真値に近いと示唆されているこ
とから、性感染症でも同様の可能性が大きいと考



–  93  –

えられる。したがって、感染症発生動向調査シス
テムへ導入する場合には、補助変量を用いた推計
方法が補助変量なしの方法よりも適切であると思
われる。その導入に向けて、検討することが重要
であろう。

 E . 結論
　罹患数推計方法として、推計の層、推計法の
概要、推計に必要な資料 （推計の層別の医療施設
数と外来患者延べ数） を示した。補助変量を用い
た方法による2015 年罹患数推計値は 7.8～33.9 万
人であり、補助変量なしのそれの 0.91～0.95 倍で
あった。性感染症定点対象疾患の罹患数推計には
実施可能性があると示唆され、感染症発生動向調
査システムへの導入を検討することが重要と考え

られた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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表 1 .  性感染症定点対象疾患の罹患数の推計方法 : 推計の層

表 2 .  性感染症定点対象疾患の罹患数の推計方法 : 推計法の概要
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表 3 .  性感染症定点対象疾患の罹患数推計における医療施設数と外来患者延べ数 （2014年）
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表 4 .  性感染症定点対象疾患の罹患数推計における医療施設と定点の施設数と外来患者延べ数の平均値

表 5 .  補助変量の得られた定点に基づく性感染症定点対象疾患の2015年罹患数の推計値
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

補助変量を用いた罹患数推計
－感染症発生動向システムへの導入に向けた課題の検討－

 研究協力者　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部 社会医学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院 臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学
 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野

研究要旨
　補助変量を用いた罹患数推計について、3 年計画の最終年度として、過去 2 年間の研究結果に基
づいて、感染症発生動向調査システムへの導入に向けた課題を検討した。罹患数推計値の現行方法
との比較の検討結果から、補助変量を用いた方法 （新規方法） が現行方法の過大評価を軽減すると
示唆され、感染症発生動向調査システムへの導入の重要性が確認された。新規方法による都道府県
のインフルエンザと小児科定点対象疾患の罹患数推計値の精度を示した。システム導入の課題の検
討結果から、罹患数推計で利用する情報 （現行方法の利用情報以外には定点の 1 か月の外来患者延
数） が確認されるとともに、対象疾患として、新規方法には性感染症定点把握対象疾患の適用可能
性があり、また、推計結果の表示内容として、利用上の留意点 （罹患数推計値と95％信頼区間を一
緒にみる） が重要であると考えられた。

A . 研究目的
　感染症発生動向調査において、インフルエンザ、
小児科と眼科の定点対象疾患の全国罹患数が、一
部の医療施設 （定点） からの報告患者数を用いて
推計されている。現行の推計方法はその仮定 （定
点が患者頻度と独立に無作為に選定されること、
以下、定点選定の無作為性） の崩れに伴い、罹患
数を過大評価することが指摘されている。
　平成 26 年度、罹患数推計に関する過去の研究成
果から、罹患数の推計方法として、外来患者延べ
数を補助変量とする方法が具体的に示されるとと
もに、現行方法からこの方法へ変更することが提
言された。
　本研究は平成 27～29 年度の 3 年計画である。研
究目的としては、補助変量を用いた罹患数の推計
方法について、新しいデータを用いて吟味・点検

し、必要に応じて見直しを行うとともに、感染症
発生動向調査システムへの導入に向けた課題の検
討を行うこととした。平成 27 年度、3 年計画の初
年度として、提案された推計方法を確認し、今後
の検討の基礎的な準備を行った。平成 28 年度、イ
ンフルエンザと小児科定点対象疾患などについ
て、2015 年罹患数推計に補助変量を用いた方法を
適用し、その罹患数推計値を検討した。
　本年度、3 年計画の最終年度として、過去 2 年
間の研究結果に基づいて、補助変量を用いた罹患
数の推計方法について、感染症発生動向調査シス
テムへの導入に向けて課題を検討した。課題とし
ては、罹患数推計値の現行方法との比較、都道府
県別の罹患数推計、システム導入の課題であった。
　補助変量を用いた罹患数推計方法について、枠
組みと計算式は平成 27 年度の研究報告書 「補助変
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量を用いた罹患数推計－研究計画と準備－」 に、
計算に用いる資料 （外来患者延べ数など） は平成
28 年度の研究報告書 「補助変量を用いた罹患数推
計－インフルエンザと小児科定点対象疾患の 2015

年推計への適用－」 に示されている。以下、罹患
数の推計方法として、現行方法 （補助変量なし） 
に対し、補助変量を用いた方法を新規方法と呼ぶ。

 B . 研究方法
　罹患数推計値の現行方法との比較として、イン
フルエンザと小児科・眼科・性感染症定点対象疾
患について、現行方法と新規方法による罹患数推
計値を比較した。罹患数推計値は、平成 28 年度の
研究報告書 「補助変量を用いた罹患数推計－イン
フルエンザと小児科定点対象疾患の 2015 年推計
への適用－」、および、平成 29 年度の研究報告書 

「性感染症の罹患数推計」 から引用した。
　都道府県別の罹患数推計として、インフルエン
ザと小児科定点対象疾患について、新規方法によ
る罹患数推計値とその標準誤差率を検討した。な
お、現行方法と新規方法ともに、全国の罹患数推
計値は、都道府県の罹患数推計値の合計によって
計算されている。
　システム導入の課題として、罹患数推計で利用
する情報、対象疾患、推計結果の表示内容を検討
した。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。「疫学研究に関する倫理指針」 の適用範囲で
はないが、資料の利用や管理など、その倫理指針
の原則を遵守した。

  C  .  研究結果
（1） 罹患数推計値の現行方法との比較
　表 1 に、現行方法と新規方法による2015 年の罹
患数推計値を示す。新規方法によるインフルエン
ザの罹患数推計値は 809 万人で、現行方法の 1,227

万人よりも小さかった。小児科・眼科・性感染症
の定点対象疾患でも同様の傾向であった。新規方
法の罹患数推計値の現行方法に対する比は、イン
フルエンザで 0.66 倍、小児定点対象疾患で 0.65～

0.81 倍、眼科定点対象疾患で 0.73～0.78 倍、性感
染症定点対象疾患で 0.91～0.95 倍であった。
　表 2 に、2012/2013 シーズンのインフルエンザに
おける現行方法の罹患数推計値と NDB の患者数
推計値を示す。NDB （レセプト情報・特定健診等
情報データベース） の患者数を文献 （Nakamura 

Y, et al. Jpn J Infect Dis. 2015） から引用し、カ
バー率 （電子レセプトの割合 ; 95.5％） で除して
患者数推計値を求めた。現行方法の罹患数推計値
は、NDB の患者数推計値の 1.55 倍であった。こ
の比の逆数 0.65 倍 （＝1/1.55 倍） は、新規方法と
現行方法による罹患数推計値の比 （0.66 倍） とほ
ぼ一致した。
（2） 都道府県別の罹患数推計
　表 3 に、インフルエンザの都道府県別の罹患数
推計値と95％信頼区間を示す。47 都道府県の罹患
数推計値は 5.6～69.7 万人、人口 10 万対で 0.37～
1.21であった。標準誤差率は 10％未満、10～20％
未満、20～33％がそれぞれ 10、29、8 都道府県で
あり、中央値は 13.1％であった。
　表 4-1～表 4-3 に、小児科定点対象疾患の都道
府県別の罹患数推計値と95％信頼区間を示す。47

都道府県の百日咳 （最も少ない） の罹患数推計値
はほとんど 0 であり、一方、感染性胃腸炎 （最も
多い） では罹患数推計値は 1.5～52.2 万人であっ
た。9 疾患 （百日咳を除く） において、都道府県の
標準誤差率の中央値は 16.8～30.4％であった。
（3） システム導入の課題
　表 5 に、罹患数推計で利用する情報を示す。定
点の情報と定点からの報告患者情報は感染症発生
動向調査システムで収集し、全医療施設の情報は
医療施設調査 （静態調査 ; 3 年周期） から入手す
る。新規方法の利用情報としては、現行方法の利
用情報以外には 1 か月の外来患者延数である。
　罹患数推計の対象疾患として、現行方法はイン
フルエンザ、小児科定点対象疾患、眼科定点対象
疾患であり、性感染症定点対象疾患は含まれてい
ない。一方、新規方法の適用可能疾患には、イン
フルエンザ、小児科定点対象疾患、眼科定点対象
疾患とともに、性感染症定点対象疾患が含まれる。
　推計結果の表示内容としては、現行の感染症発
生動向調査システムと同様に、性別・年齢階級別
の罹患数推計値と95％信頼区間である。都道府県
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別の罹患数推計でも同様であるが、利用上の留意
点として、罹患数推計値と95％信頼区間を一緒に
みることを表示内容に含める。

 D . 考察
　罹患数推計の現行方法との比較結果から、イン
フルエンザ、小児科・眼科・性感染症の定点対象
疾患について、新規方法による罹患数推計値は、
現行方法によるそれよりも小さかった。過去の研
究報告書において、現行方法による罹患数推計値
は過大評価であること、また、その主な理由とし
て、現行方法が定点選定の無作為性を仮定し、そ
の仮定が実際には成り立っていないことが指摘さ
れている。一方、新規方法は、補助変量を用いる
ことにより、定点選定の無作為性を仮定していな
い。
　インフルエンザにおいて、NDB の患者数推計
値に比べて、現行方法による罹患数推計値は大き
く、また、両者の比は、新規方法と現行方法によ
る罹患数推計値の比にほぼ一致した。したがって、
NDB の患者数推計値を真値とみると、現行方法
の罹患数推計値は大きく過大評価であり、また、
新規方法の罹患数推計値は現行方法よりも真値に
近いと示唆された。
　以上より、感染症発生動向調査システムの罹患
数推計における新規方法の導入の重要性が確認さ
れたものと思われる。
　都道府県別の罹患数推計については、感染症発
生動向調査で従前からの懸案である。ここでは、
罹患数推計の新規方法の導入に合わせて、都道府
県別の罹患数推計を開始するために検討を行っ
た。インフルエンザの罹患数推計値の標準誤差率
は 47 都道府県の中央値が 13.1％であった。標準誤
差率 13％とは、たとえば、罹患数推計値が 10 万人
の場合、95％信頼区間は 7.5～12.5 万になる。推定
精度としては、必ずしも高くないと考えられ、少
なくとも標準誤差率 10％程度が望まれる。小児科
定点対象疾患の罹患数推計値の標準誤差率は、イ
ンフルエンザのそれよりもさらに大きかった。こ
れらの面からみると、都道府県別の罹患数推計の
対象疾患は、インフルエンザが小児科定点対象疾
患よりも適切と考えられる。また、低い精度の推
計値が含まれる場合の利用方法の基本として、都

道府県の罹患数推計値では、その 95％信頼区間と
一緒にみることが強く求められる。
　全国の罹患数推計値は高い精度を保つように、
定点数が設計され、それに従って配置されている。
都道府県のインフルエンザ罹患数推計について、
現行方法での定点設計が試みられている。その試
算結果からみると、多くの都道府県で、定点数の
増加の必要性が指摘されている。今後、罹患数推
計の新規方法での定点設計を行うとともに、都道
府県ごとに精度確保に必要な追加の定点数を具体
的に提示することが重要であろう。
　システム導入の課題の検討結果として、罹患数
推計で利用する情報を示した。新規方法の適用に
は、定点の 1 か月の外来患者延数を収集する必要
がある。その収集は定点の指定時以外には、3 年
に 1 回程度でよい （全医療施設の 1 か月の外来患
者延数合計の更新は 3 年に 1 回） と考えられる。
対象疾患として、新規方法の適用可能性からは、
インフルエンザ、小児科定点対象疾患、眼科定点
対象疾患とともに、性感染症定点対象疾患が含ま
れる。性感染症定点対象疾患は、現行の感染症発
生動向調査に含まれておらず、その妥当性に関し
て、さらに検討を要するかもしれない。推計結果
の表示内容としては、現行の感染症発生動向調査
システムと同様に、性別・年齢階級別の罹患数推
計値と95％信頼区間が適切である。都道府県別の
罹患数推計値では、前述の通り、推計値とともに
95％信頼区間と一緒にみることを、表示内容に含
めることが必要であると考えられる。

 E . 結論
　補助変量を用いた罹患数推計について、3 年計
画の最終年度として、過去 2 年間の研究結果に基
づいて、感染症発生動向調査システムへの導入に
向けた課題を検討した。課題としては、罹患数推
計値の現行方法との比較、都道府県別の罹患数推
計、システム導入の課題であった。以上より、当
初の目的を完了したものと考えられた。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
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　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし

2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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表 1 .  現行方法と新規方法による罹患数推計値

表 2 .  2012/2013シーズンのインフルエンザにおける現行方法の罹患数推計値
         とNDBの患者数推計値
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表 3 .  都道府県別の罹患数推計結果 : 2015年のインフルエンザ
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表 4-1.  都道府県別の罹患数推計結果 : 2015年の小児科定点対象疾患（1）
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表 4-2.  都道府県別の罹患数推計結果 : 2015年の小児科定点対象疾患（2）
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表 4-3.  都道府県別の罹患数推計結果 : 2015年の小児科定点対象疾患（3）
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表 5 .  罹患数推計で利用する情報
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 （新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
分担研究報告書

全数把握対象疾患の検討
－情報の有効活用方法の試作－

 研究協力者　橋本 修二　　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　川戸 美由紀　藤田保健衛生大学医学部 衛生学
 　　　　　　大庭 真梨　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野
 　　　　　　太田 晶子　　埼玉医科大学医学部 公衆衛生学
 　　　　　　谷口 清州　　国立病院機構三重病院 臨床研究部
 　　　　　　砂川 富正　　国立感染症研究所 感染症疫学センター
 　　　　　　永井 正規　　埼玉医科大学
 研究分担者　村上 義孝　　東邦大学医学部 社会医学講座医療統計学分野

研究要旨
　感染症発生動向調査の 4 類感染症と 5 類感染症全数把握対象疾患において、患者報告情報の有効
活用方法の基礎的検討を行うことを目的とした。報告データとして、2000～2015 年分に 2016 年分
を追加・整理した。情報の有効活用方法として、警報発生方法を試作した。対象地域は都道府県、
対象期間は年次の各週、対象事象は報告数の有意な増加とした。対象指標は年次の各週における第
1 週からの累積報告数、比較対照は過去 5 年間の報告数の年平均値、判定方法はポアソン分布に基
づく片側検定 （上側） で有意 （有意水準 5 ％） とした。2013～2016 年の日本紅斑熱に適用した結果、
いくつかの都道府県では 2013～2014 年に新規の報告があり、期間を通して報告数の有意な増加があ
り、それに対して警報が発生した。今後、さらに検討を重ねることが重要であろう。

A . 研究目的
　感染症発生動向調査の患者報告情報は様々に
活用されているものの、さらに有効な活用を目指
すことが重要である。本研究の目的は、4 類感染
症と 5 類感染症の全数把握対象疾患における患者
報告情報の有効活用方法の基礎的検討を行うこ
ととし、3 年計画とした。
　平成 27 年度、初年度として、研究計画の立案
とともに、報告データの整理、および、過去の検
討状況の確認を行った。28 年度、報告データの整
理を継続するとともに、基礎的な解析として、日
本紅斑熱について都道府県・週単位の患者報告状
況を観察した。
　本年度、最終年度として、報告データの 2000～
2016年の整理を行うとともに、情報の有効活用方
法として、全数把握対象疾患の警報発生方法を試
作し、日本紅斑熱に適用した。

 B . 研究方法
　報告データの整理としては、4 類感染症と 5 類
感染症の全数把握対象疾患について、2000～2015

年データに、2016 年データを追加した。データの
内容は疾患、報告都道府県、報告年週、性、年齢
など、ごく限られた項目 （個人情報を含まず） の
みとした。
　情報の有効活用方法として、全数把握対象疾患
の警報発生方法を試作し、2013～2016 年の日本紅
斑熱に対して適用した。

（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を含むデータを取り扱わ
ないため、個人情報保護に関係する問題は生じな
い。
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  C  .  研究結果
（1） 報告データの整理
　表 1 に、年次別、4 類感染症の報告数を示す。
新システムの運用後、E 型肝炎、デング熱、日本
紅斑熱、レジオネラ症などが増加傾向であった。
2016 年では、100 例以上の報告は、E 型肝炎、A

型肝炎、つつが虫病、デング熱、日本紅斑熱、レ
ジオネラ症の 6 疾患であった。
　表 2 に、年次別、5 類感染症全数把握の報告数
を示す。梅毒が急増しており、また、劇症型溶
血性レンサ球菌感染症などが増加傾向であった。
2016 年では、100～999 例の報告は10 疾患、1,000

例以上の報告はアメーバ赤痢、後天性免疫不全症
候群、梅毒、侵襲性肺炎球菌感染症、カルバペネ
ム耐性腸内細菌感染症の 5 疾患であった。
（2） 情報の有効活用方法
　表 3 に、日本紅斑熱を例として、警報発生方法
を示す。対象地域は都道府県、対象期間は年次の
各週、対象事象は報告数の有意な増加とした。対
象指標は年次の各週における第 1 週からの累積報
告数、比較対照は過去 5 年間の報告数の年平均値、
判定方法はポアソン分布に基づく片側検定 （上
側） で有意 （有意水準 5 ％） とした。
　日本紅斑熱の警報発生方法において、対象期間
を2013～2016 年の各週とし、比較対照は過去 5 年
間でそれぞれ 2008～2012 年、2009～2013 年、2010

～2014年、2011～2015 年とした。
　2008～2012 年の日本紅斑熱について、図 1 に年
次別、図 2 に週別、図 3 に都道府県別の報告状況
を示す。2008～2012 年において、報告数はやや増
加傾向であった。週別の報告割合をみると、20 週
前後から上昇し、2010 年を除いて42～46 週をピー
クとし、その後、急速に低下した。都道府県別の
年平均報告数としては、20 都道府県が 0 人、21都
道府県が 0.1～9.9 人、6 都道府県が 10.0～34.0 で
あった。
　表 4 に、日本紅斑熱の年次別の報告数と警報発
生状況を示す。警報発生としては、新規の報告あ
り （過去 5 年間に報告なし） の都道府県数が 2013

～2016 年でそれぞれ 1、6、0、0 であり、また、
報告数の有意な増加ありの都道府県数が 2013～
2016 年でそれぞれ 3、8、7、11であった。

 D . 考察
　全数把握対象疾患の報告患者情報の有効活用に
ついては、様々な方法があり得るが、疾患の特性
や患者報告状況に応じて検討する必要があろう。
4 類感染症と 5 類感染症全数把握対象疾患におい
て、患者報告としては、過去の報告なしから年間
1,000 例以上まで、極めて広範な状況であった。
　疾患の特性によるものの、一般に、報告がほと
んどない疾患では、1 例の報告が重要な情報であ
り、その情報の詳細な分析と迅速な提供が求めら
れる。情報の有効活用方法としては、その運用上
の検討が必要であるものの、特別な方法の議論は
あまり必要ないように思われる。また、極めて報
告数の多い疾患では、情報の有効活用方法は定点
把握対象疾患のそれに近い面があると考えられ
る。一方、報告数がある程度の疾患 （たとえば、
年間で 10～200 人程度など） では、情報の有効活
用方法に、それ以外の疾患とは異なる議論の余地
が大きいように思われる。
　本研究では、4 類感染症と 5 類感染症全数把握
対象疾患において、情報の有効活用方法の検討の
ため、2000～2016 年のデータを整理した。また、
日本紅斑熱を例として、過去の検討状況の確認を
行うとともに、基礎的な解析として、都道府県・
週単位の患者報告状況などを観察した。本年度、
過去 2 年間の検討結果に基づいて、患者報告情報
の有効活用方法として、全数把握対象疾患の警報
発生方法を試作した。
　警報発生方法としては、対象地域を都道府県、
対象期間を年次の週別、対象事象を報告数の有意
な増加とした。これらは情報活用の目的に関係す
る。また、対象指標を年次の各週における第 1 週
からの累積報告数、比較対照を過去 5 年間の報告
数の年平均値とした。これらは疾患の特性にも関
係すると考えられる。これらの事項を定めると、
判定方法の骨格が定まり、たとえば、ポアソン分
布に基づく片側検定 （上側） などである。残る課
題は警報ありの判定水準であり、たとえば、有意
水準を 5 ％とするなどである。
　2013～2016 年の日本紅斑熱への適用結果をみる
と、警報発生として、いくつかの都道府県に対し
て 2013～2014 年に新規の報告ありが、また、期間
を通して報告数の有意な増加がみられた。患者報
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告情報の有効活用方法として、報告数の提示だけ
によっては必ずしも明確でない情報 （報告数の有
意な増加） が得られたと思われる。
　以上、全数把握対象疾患における情報の有効活
用方法として、警報発生方法を試作し、日本紅斑
熱に適用した。今後、さらに検討を重ねることが
重要であろう。

 E . 結論
　 4 類感染症と 5 類感染症全数把握対象疾患にお
いて、報告データとして、2000～2015 年分に 2016

年分を追加・整理した。情報の有効活用方法とし
て、警報発生方法を試作した。対象地域は都道府
県、対象期間は年次の各週、対象事象は報告数の
有意な増加とした。2013～2016 年の日本紅斑熱に
適用した結果、いくつかの都道府県では 2013～
2014 年に新規の報告があり、期間を通して報告数

の有意な増加があり、それに対して警報が発生し
た。今後、さらに検討を重ねることが重要であろ
う。

 F . 研究発表
 1  .  論文発表
　　なし
 2  .  学会発表
　　なし

 G . 知的財産権の出願・登録状況
1 .  特許取得
　　なし
2 .  実用新案登録
　　なし
3 .  その他
　　なし
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表 1 .  4 類感染症の報告データの件数
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表 2 .  5 類感染症全数把握の報告データの件数
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表 3 .  日本紅斑熱の警報発生方法

図 1 .  日本紅斑熱の年別の報告数 : 2008～2012年 年次別の報告数 （人）
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図 2 .  日本紅斑熱の週別の報告割合 : 2008～2012年 週別の報告割合 （％）

図 3 .  日本紅斑熱の都道府県別の報告数 : 2008～2012年 2008～2012年の年平均報告数 （人）
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表 4 .  日本紅斑熱の年次別の報告数と警報発生状況




